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1．はじめに
　国内外を問わず企業の不祥事が多発し、企業に深刻な損失をもたらしている1。そのような損失を生起
拡大させた主要因に経営者の経営判断上のモラルハザードが挙げられる2。しかし、個別企業は不祥事そ
のものとそれによる損失までは識別するようになってきているものの、発生原因をハザードとして把握
し、リスクマネジメントプロセスに依拠した体系的な対応が意識的に行われているとは言い切れないの
が現状である。
　また、個別事例の発生に対応して公的規制や業界の自主規制が強化されてきている3。しかし最近の不
祥事には、法令の規定する最小限領域の境界線における行動が最高の合理性を有するものとして選好さ
れ4、その結果企業に壊滅的な損失をもたらしたものが少なくない。このように、企業が現行法に従うこ
とは当然で、さらにより積極的な対応が求められている。
　本稿では、経営者の経営判断上の誤りをモラルハザードと捉え、リスクマネジメントプロセスに従い
その発生状況について説明していく。そして、既存研究の成果を利用し、さらに企業倫理の観点を取り
入れることにより対応指針を明確にしていく。
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1例えば、2000年の雪印乳業食中毒事件とその後の子会社である雪印食品の食肉偽装事件は、雪印乳業のブランド価
値に700億円の損失を与えたという調査会社による試算もなされている（日本経済新聞（2002／3／11））。
2『日経テレコン21』により日本経済新聞、日経金融新聞、日経産業新聞、日経流通新聞の記事を2002年9月から過
去一年分検索するとモラルハザードのヒット数は118件であった。それらは「モラルハザ・一一ド（企業倫理の欠如）」と
表現される。しかし保険犯罪に関連した記事は一切含まれていない。この期間にも保険犯罪が多数摘発され判決も出
ているが、これらを報じる記事ではモラルハザードという用語は使用されていない。このことは保険犯罪とモラルハ
ザードの関係が一般的には十分に認知されていないことを示している。
3例えばエンロンやワールドコムの不正会計問題を受け、アメリカでは2002年7月末には企業会計改革法案が成立し
た。さらに証券取引委員会や各種専門家組織の自主規制が強化されている。また日本は食品の虚偽表示が多発したこ
とから偽装に対する罰則を強化するためのJAS法（農林物資規格化・品質表示適正化法）の改正案が国会に提出され
るとともに、既存の農政や衛生行政から独立した食品の安全評価を行う独立委員会が新設される見込みである。さら
に2002年7月に発覚した日本ハムグループによる牛肉偽装・隠蔽事件をめぐっては刑事責任が追及されるだけでなく、
8月16日に東京証券取引所が情報開示姿勢を調査し、事情聴取を行なっている。（日本経済新聞（2002／5／25、6／5夕
干lj、　7／31、　8／17）。
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2．企業経営における経営者のモラルハザード
2－1エージェンシー関係によるモラルハザードの把握
モラルハザードの発生メカニズムはエージェンシー関係により説明可能である。エージェンシー関係
では、エージェント（agent：代理人）がプリンシパル（principa1：依頼人）の代わりに行動して、プ
リンシパルの目標を遂行すると想定される状況を表している。モラルハザードの問題が生じるのは、エ
一ジェントとプリンシパルの目的がそれぞれ異なり、エージェントによる報告や行動が、プリンシパル
の目標に沿って進められているか、あるいは、自己利益を追求する行為なのかを、プリンシパルが容易
には判断できない場合である5。
保険市場では理論上プリンシパルである保険者がエー一ジェントである契約者側の行動を把握できると
想定する6。しかし現実にはその行動を完全に把握することはできず、契約者側が情報優位となる7。そし
て、保険事故を積極的にあるいは消極的に招致したにもかかわらず、情報劣位にある保険会社は損害発
生の原因は偶然な事故であると判断してクレイム処理を行う。この結果、保険会社の採算が悪化するこ
とが問題とされる8。
　これに対し、企業経営をめぐっては非常に多くのエージェンシー関係が存在する。経営者はさまざま
なステイクホルダー9に対するエージェントとなる。プリンシパルの優先順位には近年多様な見解が生じ
ているが、企業の所有構造から第一に問題となるのは所有者とのエージェンシー関係である1°。経営者が
引き起こすモラルハザードは、経営者の責務である経営判断を誤りその結果企業に損失を生起拡大させ
ることと捉えられる。経営者はその役割から企業経営におけるあらゆる意思決定の最終責任を負う立場
にある。このため、企業におけるさまざまなモラルハザードを十分に制御できないことも、最終的には
経営者のモラルハザードに集約される。
2－2ハザードとしての経営判断
　エー一一ジェンシー関係においてプリンシパルがエージェントのモラルハザードを制御するには法令等の
制御システムは不可欠であるが、これだけでは完全ではない。エージェントの側から言えば、モラルハ
ザードを引き起こすかどうかは、最終的には法的レベルを超えた倫理的な問題と捉えられる。
5Milgrom　et　a1．［1992］P．170（奥野他訳［1997］pp，184－185）．
6これ以外のプリンシパルとエージェント間でのモラルハザードも指摘されている。例えば、Demsetz［1969］はエージ
ェントとして第三者である医師の存在を問題視していた。
7このことはRothschild　and　Stiglitz［1976］により証明されている。同モデルでは契約者側への情報の偏在が保険市
場の社会的便益を減少させることが問題とされる。これに対し西村［1981］は同モデルの批判的検討を行っている。し
かしそこで想定される情報は保険会社の経営や契約条件に関するものである（西村［1981］pp．12－13）
8高尾［2000］p．194。この結果、最終的には保険料が高騰し保険制度そのものの崩壊にっながるのである。
9ステイクホルダーとは広義には「組織体の目標達成に影響を与える、または影響を被りうる集団または個人」とさ
れる（Freeman　and　Reed〔1983］P．91）。
10o営者は企業の所有者である株主の委託を受けて株主の利益のために働く存在である。しかし今日の株式会社におい
ては、株主が広範に分散化して「所有と経営の分離」が高度に進展し、さらに社会的な広がりを持つに至っている。
このため企業を広くさまざまなステイクホルダーとの関わりをもって社会的な組織ないしは制度として位置づけてい
く視座が必要不可欠だろう（植竹［1999］pp．9－10）と指摘されている。
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　企業倫理的課題事項とは倫理的問題の事前防止・予防に際して配慮の欠かせぬ諸事情である11。現在表
面化している企業の不祥事の中には明確な違法行為とは言い切れないものの経営者の経営判断上のモラ
ルハザードが企業倫理的課題事項を問題化させたと捉えられるものが多い。
　ところで、企業に損失を与える事態を生起拡大させるに至った経営者の経営判断はモラルハザード、
モラールハザード、ジャッジメントハザードのいずれかと判断される。保険市場を対象とした既存の研
究の成果から、モラルハザードは故意・悪意または重過失、モラールハザードは過失、ジャッジメント
ハザードは悪意のない判断ミス、と分類される12。企業経営における経営判断を含め人の行為を客観的に
評価することは困難である。特に最近の複雑な経営環境においては判断の難しい事例が急増している。
公的支援のような何らかのセーフティネットが存在すれば、経営者は必ずしも最適な経営判断をしなく
ても損失は発生しない。このことが経営者の不注意な経営判断を導くことがある。しかし企業経営にお
ける経営者の責任は倫理的責任であると考えると、これは重過失と判断可能で、モラールハザードでは
なくモラルハザードに分類すべきものとなる。しかし、実際の事例を正確に識別するのはきわめて困難
である。さらに、経営環境が激しく変化し、ステイクホルダーの権利意識が高まりその利害を一致させ
るのが困難な現状においては、ジャッジメントハザードも増大し続けている。
　そこで次章では、まずは経営判断を評価する基準となる責任のレベルを明確にし、それをリスクマネ
ジメント目標と定め、リスクマネジメントプロセスに従いモラルハザード対応指針を示していく。
3．モラルハザード対応指針
　3－1　リスク処理目標
　企業経営における経営者のモラルハザードは損失として表面化する。しかしその具体的内容は企業に
とってのリスクの捉え方により決まる13。そこで、企業の社会的責任を果たせないということを企業の存
続を脅かす問題と捉え、企業の社会的責任の具体的内容と求められるレベルについて検討していく。
11企業倫理的課題事項と対象領域については中村［2001］pp．89－91を参照のこと。
12ｪ類基準にっいては中林［2002］を参照のこと。経済学の領域ではモラルハザードを効率性の問題として捉えられて
いる。このため行為主体であるエージェントの動機に悪意が存在するかどうかは問題ではない（Milgrom　et
aL　［1992］P．　168（奥野他訳［1997］P．182）。しかし経済学者がモラルハザードを説明するのに用いる事例には保険市場
においてモラールハザードと呼ばれるものが用いられる場合が多い（例えば、ArrQw［1963］，　pauly［1968］，
Demsetz［1969］等）。
13企業にとってのリスクマネジメント目標は、損失発生以前の企業目標は経済効率的な操業、不確実性に受容可能であ
ること、正当性、人道主義的行動、損失発生後は存続、事業の継続、収益性の確保、収入の安定、人道主義的行動で
ある（Head　and　HornH［1997］pp．　70－－79）。
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表1　企業への社会的期待と社会的責任
社会的期待 社会的責任 具体例
社会から望まれている
idesired　of　business　by　society）
慈善的責任 企業の社会貢献プログラム
ﾐ会に対する金銭的・人的貢献を自主的に行う
社会から期待されている
iexpected　Qf　business　by　society）
倫理的責任 問題のある慣行を防止する、法の精神の遵守、法を
轤驍ｱとは最低限のレベルの行動と考える、倫理的
ﾈリーダーシップ
社会から義務づけられている
irequired　of　business　by　society）
法的責任 規制に付随する全ての法に従う、外国の不正行為禁
~法に従う、全ての契約上の責務を遂行する
経済的責任 利潤極大化、売上高最大化、コスト最小化、賢明な
o営戦略策定、魅力ある配当政策
（出典）Carroll　and　Buchholtz［2003］pp．　39～40に加筆。
　企業の社会的責任は経済的責任、法的責任、倫理的責任、慈善的責任の四段階のピラミッド構造から
なる。それらは表1に示される。最下層にある経済的責任と法的責任を果たすことは義務であり、現在
企業に求められているのは倫理的責任まで果たすこととされる14。つまり、企業は法的基準に従うことを
最低限のレベルと捉えた行動をし、なおかつその範囲で最大の利益をあげ、事業を継続しなくてはなら
ない。従って、「会社のため」という名目で行なわれる行為でも、違法行為または法令に抵触する可能性
が高い場合には、倫理的レベルの社会的責任を果たしているとは言い切れないのである。
3－2　企業倫理の制度化と社会的支援体制
モラルハザード制御のための目標を倫理的責任を果たすことと設定し、そのための具体的なリスク処
理手法を検討していく。
　まずは保険契約をめぐるモラルハザード対応にっいて確認していく。保険契約の基本的な仕組みは商
法により、保険種類ごとのより詳細な取り決めは保険約款で定められる15。これらを含め、保険契約には
契約当事者間の情報の偏在を抑止し、契約者側の機会主義的行動を制御するための仕組みが含まれてい
る。また保険業界としての自主規制と個別企業によるより積極的な取り組みも行われている。これらは
インセンティヴ＝コントロール・システムと総称される16。しかし、契約者の参入や退出が自由な保険市
場では、保険者が契約者の行動を完全にモニターすることは不可能であり、インセンティヴ；コントロー
ル・システムの有効性にも一定の限界がある。以上のことから、モラルハザードを制御するには外部か
i4Carroll　and　Buchholtz［2003］，pp．35～42．さらに最上位の責任として慈善的責任が存在する。これは裁量的な責任で
あり、社会から望まれているものの必ず実践しなくてはならないものとは限らない。
15モラルハザードに対する法的な対応については、野口［2001］を参照のこと。
16?ﾌ的には、機会主義を抑制するために、明らかにモラルハザードの可能性をもつ保険契約の引き受け拒否、リスク
の共有（risk－sharing）、契約内容を客観化し法的な強制力を賦与すること、情報の偏在を克服するために、保険契約
における用語の統一、契約更新時の料率算定への「実績による評価」の導入、「告知」「審査」および「物件調査」を
厳格に行なうことが挙げられる（高尾［1978］pp．　68－70、高尾［1980］p．110）。これらのうち最も頻繁に用いられるのが
リスクの共有であり、情報優位者にも結果責任の一部を負わせることでその放縦な行動を牽制するよう設計される（高
尾［2000］p」94）。
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らの制度による対応だけでは一定の限界があると言える。これを補うためには、さらにエージェントの
自発的な抑止を促進するような対応も加えることも不可欠である。
　それでは、企業経営においてはどのような対応が必要となるのだろうか。経営者の行動を規制する法
令等は上記のインセンティヴ＝コントロール・システムの一部である。エージェントとしての経営者には
さらに自発的な抑止を促進する取り組みが求められる。これにより倫理的責任を果たすことができる。
リスクマネジメントの観点からは、倫理的責任を果たしうる行動は以下のように説明可能である。問題
の現実的発生を確実に回避しうる倫理的行動の徹底に有効なあらゆる方策の採用を試みること、ならび
に、それにもかかわらず発生を余儀なくされるに至った問題に対しては、即時適切な対処を実行すると
ともに、その経験のうちから再発防止の強化に有効な教訓を導き出すことに努める必要があるというこ
とができる17。このような企業倫理の具体的実践を推進するための組織的体系を構築するのが企業倫理の
制度化（institutionalization　of　business　ethics）である。その具体的内容は表2で示される7点か
らなる18。
　　　　　　　　　　　　　　　　表2　企業倫理制度化の具体的方法
①倫理綱領または行動規範の制定・遵守
②倫理教育・訓練体系の設定・実施
③倫理関係事項に関する相談への即時対応態勢の整備
④内部告発の内部受容と解決保証のための制度制定
⑤企業倫理担当専門常設機関の設置と、それによる調査・研究、立案・実施、点検・評価の実施
⑥企業倫理担当専任役員の選任と、それによる関連業務の統括ならびに対外協力の推進
⑦　個別企業のこのような取り組みに対する社会的な支援体制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典）中村［2001］pp．97－98
　次に、企業倫理の制度化の具体的実践方法には、法令遵守を全面に出すコンプライアンス型と、理念
や価値基準を最重視するヴァリュー・シェアリング型のアブm一チがあるとされる19。前者の利点は対処
法を標準化しやすいことである。しかし法的基準そのものに制約があり20、戦略としての有効性には限界
がある。逆に後者は組織の構成員各自の自主的な取り組みを促進するものであり、その手法を標準化す
るのは困難である。しかしこれが有効に機能すればハザードの発生は最小に抑えられる。長期的存続と
同時に短期的利益も求められる企業において、経営者に現行法を遵守する以上の対応を求めることは困
難ではある。誠実で倫理的な組織を確立するには長期的な取り組みが必要であるが、これは必ずしも短
17?ｺ［1994］p．24
18?ｺ［2001］pp．97－98．
19@梅津［2001］pp，94－96．
2° 謌黷ﾉ法律は過去の状況や技術に対処するために制定されたものなので、進行中の企業活動への適用には限界があ
る。また、平均的存在である企業に対して、合理的に期待しうる程度のことを要求しているにすぎない。このため個
別企業への適用には限界がある。第二に、制裁には限界がある。その根底にあるのは抑止の理論である。押し付けら
れた法令遵守には限界がある。第三に、裁量の余地をなくすというデメリットが挙げられる。何らかの問題が発生す
るたびに新たな規制が作られていけば、企業活動への制約が増えるだけで、企業の発展にも社会の発展にもつながら
ない。（Paine［1997］PP．95－96（梅津＝柴柳訳［1999］PP．83－84）），
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期的利益に直結するものではない21。しかし最終的には組織の誠実さを高めるような対応をすることが企
業にとっての有効なリスクマネジメント手法となる。
さらに、公的規制、業界の自主規制、個別企業の企業倫理は、社会の求めに応じることができ公衆に
対して説明可能である企業行動を達成するための必要条件であるが、個々別々では十分条件とはならな
い。しかしそれら三つが結び付けられると相互に強化し、社会全体の福利を増進する企業の政策ならび
に成果を生み出すための概念的ならびに実践的な様式となる22。個別企業の企業倫理確立に向けての社会
的支援体制のあり方は図3にまとめられる。このような支援体制により個別企業の取り組みは具体性を帯
びるのである。
企業倫理の専門領域
傍塗契麟ノ 僖本要剥　借動分刎
実在事象
竭闊ﾓ識
ﾀ践施策
事例分析
ﾛ題事項
ｧ度化手法
研究
ｳ育
ﾀ務
社会的支援体制
各種利害関係者
　　　　（支持）
国家（公的助成）
業界（自主規制）
・癖難灘麹i
媛2終蘇ノ
倫理的業績
（出典）中村［2001］p．89
図3　企業倫理の確立に向けての社会的取り組み23
例えば企業不祥事が明るみになるプロセスで内部告発（whistlθ一blowing）が重要な役割を果たす。そし
て、内部告発が適切に行われるためには内部告発者の保護が不可欠である。そのためには個別企業の取
り組みは重要である24が、その前提として立法などの公的規制を整備しなくてはならない。欧米ではすで
に法整備もすすんでいる。日本でも企業不祥事が多発し内部告発の重要性が認識されるにつれその動き
が本格化している25。
21The　American　College［2002］　P．29．
22エプスタイン（中村他訳）［1996］p．　178。
23ここでは個別組織を経営する上での倫理として「経営倫理」という用語を用いている。
24ｩ日新聞が日本の主要企業100社を対象に2002年9月中旬に行なったアンケートでは、回答した97社中56社が内
部告発の窓口を設置し、19社が設置を検討中であった（朝日新聞（2002／9／22））。
25アメリカでは1989年に連邦職員を対象とした「内部告発者保護法」が制定され1993年に改正されている。2002年
7月に成立した企業改革法では企業を対象に規定している。欧米での内部告発者保護をめぐる動きについては宮本
［2002］を参照のこと。また日本でも内閣府国民生活審議会が保護制度の制定を検討している。この過程にっいては梅
田徹（談）「内部告発と向き合う　（上）」『日本経済新聞』（2002／9／15）を参照のこと。
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3－3有効なインセンティヴ＝コントロール・システムの構築条件
企業倫理の制度化を促進するには罰則に加えた別の誘因も有効に作用する。例えば、アメリカでは1991
年に「組織に対する連邦量刑ガイドライン（Federal　Sentencing　Guidelines　fQr　OrganizatiQn）」が
発効された。この基準のもとでは、違法行為を発見する、または防止するプログラムを持っている企業
は、犯罪行為を犯した場合にもその罰金額が大幅に軽減される26。つまり、このガイドラインは罰則に
よる消極的抑止と自発的抑止の両面からモラルハザードに作用するのである。また、社会的責任投資（S
RI）では、社会面・倫理面・環境面から企業を選別して投資が行われる。その市場規模は近年増大を
続け、アメリカでは2001年には2兆3000億ドル、イギリスでは2000年末には37億ポンドとなっている。
この状況から、社会的責任投資の投資対象から外されるということは企業価値の低下を招くと捉えちれ
る27。倫理的な企業であることが短期的利益にも直結するならば、企業はより積極的に企業倫理の制度
化を促進することができる28。
　3－4企業経営におけるジャッジメントハザードの評価
　工一ジェントの目標が基本的にはプリンシパルと必ずしも反するものではないと捉えられる場合に、
ジャッジメントハザードは生じている。このような場合は、最終的にはエージェントが目標そのものを
見誤るまたは目標達成方法に間違いが生じたと捉えられる。
　企業の利益のため積極的な経営判断を行なったものの、結果的に企業に損失をもたらすということは
少なくない。このようなジャッジメントハザードを最小化するためには、積極的な判断をしないという
方法がある。しかしこのような消極的な方法では業績の向上は見込めず、経営環境の変化が激しい今日
では、従前どおりの判断を続けることはすでに企業にとってのハザードとなる。
　ところで、経営判断の失敗について経営者の責任が法的を追及する場合、いわゆる経営判断原則
（business　judgment　rule）29に従うことになる。経営判断原則は19世紀以来アメリカにおいて生成・発
展してきた法理である。この法理では、取締役の経営判断が会社に損害をもたらす結果を生じたとして
も、当該判断がその誠実性・合理性をある程度確保する一定の要件の下に行なわれた場合には、裁判所
が判断の当否につき事後的に介入し注意義務違反として取締役の責任を直ちに問うべきではないという
考え方を採用する30。しかし、違法であることを知りながら法令に違反する行為をするとの判断がなされ
た場合には、経営判断原則による保護は与えられない。従って、ジャッジメントハザードに対する経営
26?ﾊ的なプログラムかどうかのチェックポイントは7点ある。またプログラムの有無と罰金の関係についてはPaine
［1997］p，92（梅津＝柴柳訳［1999］p．80）を参照のこと。
27ﾐ会的責任投資の詳細にっいては川村［2002］を参照のこと。
28さらに欧米を中心に社会的責任投資SRI関連での情報開示を促す法制度改革が進み、個別企業の取り組みに対する
支援体制が整備されてきている。イギリスでは2000年7月に年金基金が資産運用に関してSRI基準を採用する場合に
これを開示することを義務付けた。これにより年金基金の約60％がSRI基準を採用することになった。さらに2001
年2月にはフランス、6月にはオーストリアとその後欧州各国で法改正が進み、SRI評価に沿った投資や年金基金の運
用が本格化している（日本経済新聞（2002／1／24））。
29g原［1998］P，113。
302000年9月20日の大阪地裁での大和銀行株主代表訴訟の判決では、経営判断上の誤りとして責任が問われるのは
「その経営上の措置を執った時点において、取締役の判断の前提となった事実の認識に重要かつ不注意な誤りがあっ
たか、あるいは、その意思決定の過程、内容が企業経営者として特に不合理、不適切なものであったことを要するも
のとすることが相当である」とされた（『旬刊商事法務』no．1573（2000／10／5）、　p．45）。
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者への責任追及には法的には一定の制限が設けられることになる31。しかし、たとえ法的責任が問われな
くても、企業としてはこのようなジャッジメントハザードが生起拡大した損失に対処しなくてはならな
い。企業が倫理的責任を果たすためには、経営者はジャッジメントバザー・一一ドへも十分な対応をしなくて
はならないのである32。
4、むすびにかえて一モラルハザードの包括的把握一
モラルハザードは保険市場において最初に問題にされた。保険制度は資源の再配分を促進するという
社会的効用を有する。これに対し、モラルハザードはこのような効用を低下させるため制御すべきもの
である。しかし、保険制度そのものに自己規律欠如の誘因があるため33その制御には限界があり、モラル
ハザードは保険市場の撹乱要因と捉えられる。そのため、モラルハザードを保険企業に課せられたコス
トと捉えるべきという見解もある34。
保険会社は自らの経営を安定させることを基準として、モラルハザ・一一一ド対応によるコストとべネフィ
ットを比較して対応指針を決定してきた35。この経営判断は消費者関係の企業倫理的課題事項と捉えられ
る36。保険会社としては、まずは保険制度を維持する必要がある3了。そのためにはモラルハザードを防止
しなくてはならず厳格な防止策を導入しなくてはならない。しかし、これを徹底するあまり保険制度を
実行不可能にすることも望ましくない38。この結果、保険制度そのものものの存続を前提条件とした上で
できる範囲でモラルハザード対応が行なわれてきた。しかし同時に、モラルハザードをめぐる問題がさ
らに深刻になってきたことから、より踏み込んだ対応をせざるを得ない状況になってきている39。このよ
うな状況に対処するには保険会社本位の表面的なコストとベネフィットを比較するだけでなく、より広
い意味でコストを正確に把握しなくてはならない。さらに、企業での取り組みから明らかになることは、
31o営判断原則を否定する趣旨の判決も示されている。野村謹券損失補填株主代表訴訟では第一審判決（1993年9月
16日東京地裁）では経営判断原則を認め原告の請求を棄却した。しかしその後の控訴審では経営判断原則を適用せず、
取締役の経営判断の誤りが認められた。しかし最高裁判決ではこの点に対する判断はなされなかった。最終的には1998
年10月に元社長ら6人が3億8000万円の賠償を行なうことで和解した。また神戸製鋼所に対する株主代表訴訟では、
第一審判決において、大企業の取締役の場合違法行為をチェックするための内部統舗システムを構築すべき法律上の
義務があることを指摘し、取締役は違法行為に直接関与せず、認識がなかったとしても、法的責任を問われるという
基準が示された（2002年4A5日神戸地裁）。この訴訟は元会長らが3億1000万円の賠償を行なうことで和解した（日
本経済新聞（2002／4／5夕刊））。
32ｻのための一手法として役員賠償責任保険への加入が考えられる。
33@Arrow［1971］PP．220－222．
34@Demsets［1969］p，7．
35痰ｦば、生命保険会社に対する合理的な意思決定の要請とその背景については宇野［2002］pp．83－88を参照のこと。
36ﾛ険会社にとって契約者は法的には一般的な消費者とは異なるが、企業にとっての顧客であるという点を重視する
と実質的には消費者と同質に捉えられる。
37Stone［2002］はモラルハザード対策の重要性を認めたうえで、保険制度を維持するのが最重要であることを強調して
いる。またBaker［1996］は保険会社にとって保険を存在させることは社会的責任を果たすことであると述べる
（Baker［1996］p．244）。また
38モラルハザードの悪影響は「損失を増やすこと」より「社会のコントロールを増やすこと」にある（Baker［2002］p．48）
と言われる。このため、モラルバザー一・ド防止のため厳格なインセンティヴ＝コントロール・システムを導入することに
より契約者の選択の余地を狭めることになれば、保険会社にとっての最良の判断とは言い切れない。
39ﾛ険制度を維持するためには功利主義的な視点から大量販売を優先しモラルハザード防止策に上限を設けることは
容認される。しかし正義論を根拠にすることで、より積極的な対応を容認可能となるのも確かである。この点にっい
ては中林〔2000］を参照のこと。
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保険団体全体の誠実さを向上させるためのより具体的な誘因を与えるような取り組みの必要性である。
　企業倫理的課題事項を問題化させるモラルハザードが生起拡大する損失は頻度強度とも
に増大し、企業にとっての深刻なリスクとなっている。保険会社の経営環境の変化に伴い生じるモラル
ハザードがさらに複雑化する。これに伴い具体的な対処法はさらに多様化するが、保険制度を維持する
という指針に変化はなく、対応策は一定の方向に収束する。
　企業倫理という観点を取り入れてモラルハザードを考察することは、これまで一定の結論を得てきた
る保険市場での考察にもフィードバックされる。これがより実効性のある対応を導くことになれば、モ
ラルハザード全般への共通の理解が生まれ、対応指針にも一定の方向性が与えられることにもなるであ
ろう。
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